
11月は下
請取引 

適正化推
進月間で

す。 

改正法 知って守って トラブル防止 

下請代金支払遅延等防止法及び 
下請中小企業振興法の一部改正について 

下請取引改善巡回講習会 
開催案内 

　親事業者と下請事業者との取引は、下請取引として「下請代金支払遅延等
防止法」（下請法）や「下請中小企業振興法」によって、親事業者（発注者）の
義務や禁止行為などルールが定められています。 
　これらの法律の目的は、親事業者がルールを遵守することによって下請取引
をより公正なものにし、下請事業者の利益の保護を図ろうとするものです。 
　下請法では次のとおり親事業者の義務及び行ってはならない行為を定めて
います。 

　公正取引委員会及び中小企業庁では、定期的に下請取引の実態を調査し、これらに該当する行為が起きていないかどうかをチェッ
クしています。そして、親事業者がこれらに該当する行為をしているときは、その行為をやめさせるとともに、下請事業者が受けた不
利益の回復措置を講じています。 

　下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法の一部
を改正する法律が、平成15年6月18日に改正され、平成16年4
月1日から施行されました。主な改正の内容は次のとおりです。 

　下請取引に関する相談等は下記の専門機関で受け付けていますので、
お気軽にお問い合わせください。 

　当センターでは、下
請取引の適正化を図る
ため下記のとおり講習
会を開催します。 

公正取引委員会東北事務所 1022-225-7095 
東北経済産業局中小企業課 1022-263-1111（代） 
（財）いわて産業振興センター取引支援課 1019-621-5385

ご利用ください－DVDソフト無料貸出－ 
　当センターでは、下請取引の適正化を図るためのDVDソフト「下請代金支払遅延等防止法ケーススタディ～ほのぼの産業　下
請取引適正化プロジェクト～」を無料で貸し出しいたします。このソフトは、下請取引事例を盛り込んだドラマと法律の解説に
より構成されており、下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法について理解しやすい内容となっています。貸し出し
をご希望される方は、取引支援課までお問い合わせください。 

下請代金支払遅延等防止法 
1下請取引の対象範囲の追加 
2書面の交付に係る交付時期の規定整備 
3親事業者の遵守事項の追加 
4違反行為に対する措置の強化 
5罰金の上限額の引き上げ　 

下請中小企業振興法 
1振興の対象をサービス業等の下請中小企業に拡大 
2振興事業計画作成に係る業種指定の撤廃、任意グループの追加 
3売掛金債権担保保険の特例の導入 
4罰則の強化 

【一関会場】 
日　時 平成16年12月2日（木） 
 13：30～16：00 
場　所 （財）岩手県南技術研究センター 
定　員 30名 
講　師 公正取引委員会事務総局東北事務所取引課 
 下請取引調査官　後藤　三郎　氏 

【北上会場】 
日　時 平成16年12月10日（金） 
 13：30～16：00 
場　所 北上市基盤技術支援センター 
定　員　30名 
講　師 公正取引委員会事務総局東北事務所取引課 
 下請取引調査官　後藤　三郎　氏 

親事業者の義務 
●書面の交付義務 
●書類の作成・保存義務 
●下請代金の支払期日
を定める義務 

●遅延利息の支払義務 
 

親事業者の禁止事項 
●受領拒否の禁止 
●下請代金の支払遅延の禁止 
●下請代金の減額の禁止 
●返品の禁止 
●買いたたきの禁止 
●購入・利用強制の禁止 
●報復措置の禁止 

 
●有償支給原材料等の対価の早期
決済の禁止 
●割引困難な手形の交付の禁止 
●不当な経済上の利益の提供要請
の禁止 
●不当な給付内容の変更・やり直し
の禁止 

お問合わせ先 

 新事業支援課 TEL 019-621-5070　FAX 019-621-5481 
  E-mail　shinsangyo@joho-iwate.or.jp
お申込み・ 
お問合わせ先 

い わ て 起 業 家 大 学 院 開 催 案 内  
　当センターでは、岩手県内で創業を目的とし

具体的ビジネスプランをお持ちの方を対象とし

て「いわて起業家大学院」を開催いたします。 

　コンサルタントによるビジネスプランのブラ

ッシュアップ（磨き上げ）、個別コンサルテーショ

ン及び専門家による創業に必要な知識を習得す

ることにより、より説得力のある成功確率の高

いビジネスプランを作成することができます。 

　本セミナーを受講することにより、成功する

経営者への第一歩を踏み出していただくよう、

ご案内いたします。 

主　　催 岩手県、財団法人いわて産業振興センター 
開催時期 平成16年12月～平成17年2月(延べ8日間、

土日及び夜間中心) 
定　　員 20名 
受 講 料  無　料 
会　　場 マリオス18階会議室　他 
受講対象者 創業のための事業計画（ビジネスプラン）を 
 お持ちの方、創業準備中の方 等 

シェアード 
オフィス 

　岩手県では、厳しい経済環境の中、地域の経済の活性化を図
るため、盛岡駅西口のインテリジェントビル「マリオス7Ｆ」にインキュ
ベートルームを設置し、管理運営を（財）いわて産業振興センター
に委託しています。今回新たに、創業間もない方や、新たに事業を
開始する方、既存企業の方で、新事業展開をお考えの方等を対
象として、インキュベートルーム内に低廉な料金で施設を提供する
「シェアードオフィス」を設置し、その入居者を募集します。入居さ
れますと、3名のマネージャーを中心としたきめ細やかな事業展開
に関するソフト面での支援が受けられるほか、成長ステージに応じ
た当センターの各種支援を活用できます。 

募集するシェアードオフィス  
 6号室Ａ．Ｂ．Ｃ、７号室Ａ(合計４ブース) 
規　　格 約2.1ｍ×2.1ｍ＝約4.4m2、床はフリーアクセス仕様 
附属設備 電話１回線、電源100V20A、机、イス、サイドテーブル 
設置場所 マリオス７階　いわて新産業創造センター内　 
利用料金 24,000円／月 
 ※敷 金 等　敷金、礼金及び施設の共益費は徴収しません。 

 ※電気料等　電話料金及び地域冷暖房費（時間外使用分）等は入居

者の負担となります。 

利用期間 ３年以内（ただし、年度毎に継続入居審査を行います。） 
入居可能日 平成16年11月より 

 新事業支援課  TEL 019-621-5070　FAX 019-621-5481 
   http://www.joho-iwate.or.jp/info/incu/shared/　E-mail　kigyouka２@joho-iwate.or.jp
お申込み・ 
お問合わせ先 

■入居資格 
次のいずれかに該当する方 
●新事業展開をお考えの企業または個人 
●創業者：創業５年未満の企業又は個人等（これから創業する
方を含みます。） 

●研究開発型企業：各種研究開発を行う企業又は団体等 

■入居のメリット 
●マネージャー、公認会計士等により、経営・販路開拓等の相談
が無料で受けられるほか、インキュベート施設の管理運営を
行っている当センターが、入居者の企業成長や研究開発の促
進を図るための各般にわたる支援を実施しています。 

●岩手県で設置した産業支援機関情報ネットワークに接続に
でき、無料で1.5Mbpsの専用回線が利用できます。 

●談話コーナー、ミーティングコーナーなどの施設や、カラー
コピー機（有料）などの共用設備を有する交流サロンが併設
され、ご利用いただけます。 

■申込方法 
●「インキュベートルーム入居申込書」に必要事項を記載のうえ、
当センターに提出してください。 

●様式は、当センターにお越しいただくか、又は下記のホーム
ページからダウンロードしてください。 

■募集期間 
随時募集中です。 

■入居者の決定 
入居審査委員会で審査のうえ、入居者を決定します。 

シェアード 
オフィス 

入居 
募集 
入居者募集案内 

産業情報いわて 98 sangyo joho-iwate


